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第６章｜計画の目標及び評価 

 

 １ 目標指標の設定 

本計画の基本理念である「元気・安心・快適な暮らしを支える 将来にわたって持続可能な

『多極ネットワーク型集約都市』の形成」に向けて、実施する各種施策の進捗状況やその効

果等を見極め、より効果的に計画を推進していくために、都市づくりの方針に応じて、以下

の目標指標を設定します。 

 

方針１ 県都にふさわしい風格とにぎわいのある大分都心拠点づくり 

風格とにぎわいのある大分都心拠点づくりに向けては、中心市街地の魅力の伸展による回

遊性の向上が求められることから、「第４期大分市中心市街地活性化基本計画」の目標指標で

もある「中心市街地の歩行者通行量（土日計）」を目標指標として設定します。 

また、第３章で設定した誘導施設の維持・誘導を図ることや、コンパクトで暮らしやすい

安全・安心な居住環境の形成が、県都にふさわしい大分都心拠点づくりにつながることから、

「都市機能誘導区域内に立地する誘導施設の割合」、「中心市街地の居住人口」も目標指標と

します。 

 

指標 単位 

基準値 目標値 

2021 年 

（令和３） 

2027 年 

（令和 9） 
2040 年 

中心市街地の歩行者通行

量（土日計） 
人 259,541 291,000 291,000 

都市機能誘導区

域内に立地する

誘導施設の割合 

（都市機能誘導

区域内の誘導施

設数/地区内の全

誘導施設数） 

大 分

都 心

拠点 

％ 
88 

(412/469) 
増加 増加 

中心市街地の居住人口 人 21,048 22,800 22,800 
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方針２ 地域特性を生かした個性と魅力あふれる地区拠点づくり 

地域特性を生かした個性と魅力あふれる地区拠点づくりに向けては、都市機能誘導区域内

における誘導施設の維持・誘導を図ることが、各拠点の利便性や魅力の向上につながるもの

と考えられることから、「地区拠点における都市機能誘導区域内に立地する誘導施設の割合」

を目標指標として設定します。 

指標 単位 

基準値 参考値 目標値 

2017 年 

（平成 29） 

2021 年 

（令和 3） 

2030 年 

（令和 12） 
2040 年 

地区拠点に

おける都市

機能誘導区

域内に立地

する誘導施

設の割合 

（都市機能

誘導区域内

の誘導施設

数/地区内の

全誘導施設

数） 

鶴崎地区拠点 ％ 
19 

(5/26) 

20 

(5/25) 
増加 増加 

南部地区拠点 

戸次地区拠点 
％ 

75 

(6/8) 

71 

(5/7) 
増加 増加 

稙田地区拠点 ％ 
32 

(10/31) 

31 

(10/32) 
増加 増加 

大在地区拠点 ％ 
38 

(5/13) 

36 

(5/14) 
増加 増加 

坂ノ市地区拠点 ％ 
100 

(6/6) 

100 

(6/6) 
維持 維持 

明野地区拠点 ％ 
67 

(4/6) 

50 

(4/8) 
増加 増加 

 

方針３ だれもが安心して暮らし続けることができる居住環境づくり 

今後の人口減少下においても一定のエリアにおいて人口密度を維持することが、日常生活

に必要な都市機能や公共交通サービス等の確保につながるものと考えられることから、「居

住推奨区域内の人口密度」を目標指標として設定します。 

 

指標 単位 

基準値 参考値 目標値 

2015 年 

（平成 27） 

2020 年 

（令和 2） 

2030 年 

（令和 12） 
2040 年 

居住推奨区域内の 

人口密度（国勢調査） 
人/ha 52.0 52.0 

現状維持 

（人口減少下） 

現状維持 

（人口減少下） 
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方針４ 交流とつながりをはぐくむ公共交通ネットワークづくり 

自家用車に過度に頼らなくても外出や交流ができる暮らしの実現に向けて、公共交通沿線

（居住推奨区域）における人口の維持及び公共交通サービスの向上により、公共交通利用者

の維持・確保及び拠点間をつなぐ公共交通軸の維持・強化を図ります。 

このため、「大分市地域公共交通計画」の評価指標となっている「鉄道の乗車人員」、「路線

バスの乗降客数」、「各地区の特定するバス停のバス乗降客数（１日あたり）」を目標指標とし

て設定します。 

 

指標 単位 

基準値 目標値 

2020 年 

（令和 2） 

2026 年 

（令和８） 
2040 年 

鉄道の乗車人員 

※竹中駅を除く大分市内 16駅 
人/日 24,620 33,000 33,000 

路線バスの乗降客数 千人/年 7,330 9,600 9,600 

各地区の特定する

バス停のバス乗降

客数（１日あたり） 

 

大分駅前 

人/日 

6,951 7,500 7,500 

鶴崎駅・ 

鶴崎 
298 400 400 

大在駅前・ 

大在駅裏 
35 70 70 

坂ノ市駅 77 80 80 

佐賀関 158 160 160 

アクロス前・ 

アクロス入口 
465 530 530 

判田橋・ 

判田局前 
34 60 60 

戸次 80 130 130 

トキハわさだ

タウン 
465 510 510 

野津原 27 40 40 
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２ 防災まちづくりにおける目標値の設定 

防災まちづくりの将来像の実現に向けて、具体的な取組の計画的な進捗を図るために、目

標値を以下のように設定します。  

知る 取組方針：災害リスクの周知・啓発 

評価指標 単位 基準値 目標値 

内水ハザードマップの改訂 － 
－ 

（R3） 
改訂 

（R7） 

 

備える 取組方針：治水対策の推進 

評価指標 単位 基準値 目標値 

戦後最大洪水等に対応した 

河川の整備率（見込み） 

大分川 ％ 
約 48 
（R3） 

74 
（R7） 

大野川 ％ 
約 79 
（R3） 

85 
（R7） 

雨水排水ポンプ場の整備 箇所 

設置６ 

着手 2 

（R3） 

設置７ 

着手２ 

（R6） 

※上位・関連計画の改訂に伴い、目標値を修正する可能性があります。 

備える 取組方針：災害に強い都市・住まいづくり 

評価指標 単位 基準値 目標値 

住宅の耐震化率 ％ 
84.2 

（H30） 
97.9 
（R6） 

※上位・関連計画の改訂に伴い、目標値を修正する可能性があります。 

備える 取組方針：地域防災力の向上 

評価指標 単位 基準値 目標値 

防災訓練を実施した自主防災組織数 

※603組織数には、自主防災組織を結成していない 1自治区を含む。 
組織 

236 組織 

（R2～R3年度累計） 

（R3） 

全自主防災組織 

（※603 組織数） 

（R6） 

※上位・関連計画の改訂に伴い、目標値を修正する可能性があります。 

逃れる 取組方針：避難対策の推進 

評価指標 単位 基準値 目標値 

自主防災組織における風水害避難行動計画

の策定率 
％ 

88.7 

（R3） 

100 

（R6） 

※上位・関連計画の改訂に伴い、目標値を修正する可能性があります。  



175 

 

３ 計画の評価と見直し 

本計画はおおむね 20 年後の将来を展望した計画としていますが、『多極ネットワーク型

集約都市』の形成に向けては、これまで長い期間をかけて形成されてきた都市構造を、今後

の人口減少社会に対応した形へと移行させるために、計画的な時間軸のなかで長期的な施策

を展開していくことが必要となります。 

このため、本計画に記載された誘導施策等の実施・進捗状況や目標指標の達成状況等につ

いては、おおむね５年ごとに評価を行い、計画の進捗状況や妥当性等を精査・検証するもの

とし、必要に応じて適宜、立地適正化計画の見直しを図ることとします。 

 

計画の評価・見直しにかかる PDCA サイクルのイメージ 

 

 

•誘導施策の実施

•誘導施策の進捗状況の

確認

•目標指標の達成状況の

検証

•未達成目標の要因分析

•誘導区域の設定

•誘導施設の設定

•誘導施策の検討

•誘導区域の見直し

•誘導施設の見直し

•誘導施策の見直し・

充実・強化

計画の改善

Action

立地適正化

計画の策定

Plan

計画の実行

Do

計画の評価

・分析

Check
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①人口減少社会下での一定エリア

における人口密度の維持 

②田園地域や山間部集落における

持続可能な居住環境の形成 

①市街地の拡散抑制と優良な自然・

田園環境の保全 

②空き家・空き地の有効活用・適正

管理 

①公共交通網の維持を図るため、利用者のニ

ーズに合った効果的な公共交通ネットワー

クの構築 

②公共交通の縮小・撤退を防ぐために、利用

者の視点に立った公共交通の利用促進 

①拠点における生活利便施設の維持・

誘導及び利用者数の確保によるまち

の魅力づくり 

②公共施設等の長寿命化及び再配置 

③より利便性の高い区域における生活

利便施設の維持 

①高齢者等が医療・介護サービスを利

用しつつ、可能な限り自立した日常

生活を送れる都市構造の形成 

②高齢者等の外出機会の促進と健康増

進 

①ハザードエリアの周知徹底と災害

リスクが低い地域への居住を推奨 

②災害リスクの周知徹底 

③災害リスクを踏まえた防災性の向

上 

人口 土地利用・住宅 公共交通 都市機能 福祉・健康 災害 
都
市
づ
く
り
の
方
向
性 

都市づくり 

の基本方針 
だれもが安心して暮らし続ける 

ことができる居住環境づくり 
３ 

交流とつながりをはぐくむ 

公共交通ネットワークづくり 
４ 

 

地域特性を生かした個性と 

魅力あふれる地区拠点づくり 
２ 

県都にふさわしい風格とにぎわ

いのある大分都心拠点づくり 
１ 

期待される 

効果（目標） 

人口減少下の持続可能な居住環境の形成

（目標指標：居住推奨区域内の人口密度） 

 

公共交通の利用回数増加による公共交通の維持・活性化 

（目標指標：鉄道の乗車人員、路線バスの乗降客数） 

 

都心拠点のにぎわい創出・定住人口増加 

（目標指標：中心市街地の歩行者通行量・居住人口） 

拠点の利便性・魅力の向上 

（目標指標：誘導区域内の誘導施設割合） 

 

計画の評価と

見直し 
誘導施策等の実施・進捗状況や目標指標の達成状況等について、おおむね５年ごとに評価・検証・必要に応じて計画の見直し 

 

 

 

 

 

実現化方策 

(誘導施策) 

 

居住推奨区域の外側の区域における対応 

○災害リスクの高い区域における災害ハザード情報の提

供・周知及び災害防止対策 

○地域コミュニティの維持・活性化 

○持続可能な公共交通ネットワークの形成 

○空き家や空き地を生かしたゆとりある住まいづくり 

○自然環境や営農環境の適切な保全 

○地域の活力維持・増進に向けた土地利用のあり方の検討 

①民間事業者による誘導施設の整備に対する支援 

②都市機能の集積を促進する都市基盤の整備 

③都心拠点及び地区拠点の活性化 

④公的不動産の有効活用による都市機能の整備 

都
市
機
能
誘
導 

①都市基盤の整備による市街地の防災性・利便性向上 

②健康で暮らしやすい安全・安心な住環境の整備 

③郊外型住宅団地等の地区特性を生かしたまちづくり 

④ライフスタイルに応じた住み替えの促進 

居
住
推
奨 

①すべての人が住み慣れた場所で安心して生活できる公共交通の維持・活性化

②風格とにぎわいのある都市拠点や地域の特性を活かした個性的で魅力ある地 

区拠点の形成を支える公共交通ネットワークの構築 

③利用者のニーズに合った効果的な公共交通ネットワークの構築 

④市民や来街者、だれもが分かりやすく利用しやすい公共交通の環境整備 

公
共
交
通 

立地適正化計画の全体像 

 

都市づくり 

の基本理念 

目指すべき 

将来都市構造 

 

誘導区域等・

誘導施設の設

定 

■都市機能誘導区域（法定）及び生活拠点区域（市独自）の設定 

商業・福祉等の都市機能を拠点に誘導し集約することにより、これらの各種サービスの市民への効率的

な提供を図る区域。「大分都心拠点」及び「地区拠点」を基本に設定。 

「都市機能誘導施設」は、対象圏域がそれぞれの地区全体となるような高次の施設を基本に設定。 

■居住推奨区域及び居住拠点区域（市独自）の設定 

人口減少のなかにあっても一定のエリアにおいて人口密度を維持することにより、生活サービスやコミュ

ニティの持続的な確保を図る区域。公共交通の利便性・人口集積性が高く、一定の都市基盤が整備されて

いる区域を基本に設定。（災害リスクの高い区域等を除く） 

元気・安心・快適な暮らしを支える 将来にわたって持続可能な『多極ネットワーク型集約都市』の形成 

 

多様な都市機能の集積を図る『大分都心拠点』・9箇所の『地区拠点』・5箇所の『居住拠点』の設定 都市活動を支える『ネットワーク（軸）』の設定 

 

 

実現したい 

市民の暮らし

のイメージ 

【都市機能誘導区域】 

○暮らしに必要な活動（通勤・通学・通院・買物等）が徒歩・自転車もしく

は公共交通を利用することで行うことができる 

○各拠点において、利便性が高くにぎわいのある環境や、歴史・個性を生

かした魅力あるまちなみが整っているので、だれもが自然と歩きたくな

る 

 

【居住推奨区域・居住拠点区域】 

○最寄りの公共交通を利用すれば拠点に気軽にアクセスすることができ、

暮らしに必要な活動を過度に自家用車に頼らずに行うことができる 

○地域コミュニティがしっかりと守られているため、郊外住宅団地等でも

生涯安心して暮らすことができる 

○空き家等の活用により、ライフスタイルに応じた住み替えを行える 

 

【居住推奨区域の外側】 

○自然環境や営農環境と調和した、豊かな自然の中

でのゆとりある暮らしができる 

○地域コミュニティや地域活力の維持・活性化等に

より、これまでどおりの暮らしやすい環境が維持

される 

 

①【災害リスクの回避】災害時に被害が発生しない 

ようにする対策    

②【災害リスクの低減】災害時にもハード・ソフト 

の両面から被害を低減させる対策 

防
災 


